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雇用調整助成金（令和８年熊本地震特例）申請様式 

記載例・チェックリスト 

～休業・教育訓練を実施する場合～  

 

【計画届関係】  

1. 様式第１号(1) 雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届【記載例】  .................. ２  

2. 様式第１号(3) 教育訓練計画一覧表【記載例】  .............................................. ３  

3. 様式熊特第１号(2) 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書  

【記載例】  ..... ４  

4. 計画届時の提出書類チェックリストと確認書類の詳細  ..................................... ６  

 

【支給申請関係】  

5. 様式熊特第５号(1)  雇用調整助成金（休業等）支給申請書【記載例】   ............. ９  

6. 様式熊特第５号(2)  雇用調整助成金助成額算定書【記載例】  ........................ 10 

7. 様式第５号(3)－１   休業・教育訓練  実績一覧表  ........................................ 11 

8. 様式第13号  支給申請合意書（訓練実施者）  .............................................. 12 

9. 支給申請時の提出書類チェックリストと確認書類の詳細  ..................................  13 

 

 

(注)各様式について、添付書類とあわせて提出をしてください。 

添付書類は、本マニュアルに示したもの以外の書類を求めることがありますのでご了承くださ

い。 
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【雇用調整助成金休業等実施計画（変更）届記載例】 

 

⚫  休業等実施計画の期間を２判定基礎期間（２か月分）又は３判定基礎期間（３か
月分）とした場合は、判定基礎期間ごとにそれぞれ計画届を作成し、支給対象期
間（当該２か月分または３か月分）ごとに提出してください。 

⚫  最初の休業等予定日の前日（ただし、対象期間について初めて計画届を提出する
場合は２週間前を目途）までに提出してください。ただし、令和８年熊本地震特例
では、計画届の提出日が令和８年 10月27日までの間である場合は、事前に届出
があったものとみなします。 

⚫  ②～④欄の事項に変更が生じたときは速やかに変更内容を届け出てください。た
だし、③の事項が届け出た予定日の範囲内で減少する場合や日数の増加を伴わず
に休業実施日のみ変更する場合は変更届の提出を省略できます。（教育訓練の場
合は計画の範囲内で減少する場合も含め、変更の都度提出が必要です。）  

提出日が令和８年10月27日
までの場合は、判定基礎期間
開始後の提出が可能です 

判定基礎期間は１か月単位で、この期間ごとに支給申請を行います。 

判定基礎期間は、毎月の賃金の締め切り日の翌日から、その次の締め
切り日までの期間としてください。 

なお、例えば休業開始日が７月2９日で、賃金の締め切り日が毎月20
日の場合は、最初の判定基礎間を「７月2９日から８月20日」または
「７月2９日から９月20日」となります。 

対象期間は１年間です 

入力箇所は です 
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【教育訓練計画一覧表記載例】※教育訓練を実施する場合のみ作成 

 

 

 

⚫  教育訓練を行う場合には、休業等実施計画届と同じ判定基礎期間ごとに本様式
を作成して届」にレ印を記入するとともに、変更のあった対象者①欄の左側の通番
に下線を引き、変更後の内容に修正のうえ改めて変更届と併せて提出してくださ
い。 

⚫  ➀の対象者は、できれば賃金台帳や出勤簿等の順番で記入してください。  

⚫  なお、記載が必要なのは「教育訓練を実施する対象労働者」についてであり、申請
する事業所において教育訓練を実施しない者を含めた全ての対象労働者につい
て記載が必要なわけではありません。  

⚫  対象者が多く複数枚にわたる場合は、①欄の左側の通番を適宜 11,12・ ・ ・と修正
するとともに、様式右上の｢  枚目／  枚中｣欄に記入してください。また、事業所
番号、名称の記入は最終ページのみで差し支えありません。  

 

⚫  様式下部にあるチェックリストの項目を確認し、該当するものにチェックをお願いし
ます。 

様式第１号（３）教育訓練計画一覧表（R8.4）

変更届 教育訓練計画一覧表
1 枚目／ 1 枚中

⑤ ⑥

5.0 1.0

5 1

教育訓練対象者 ③

教育訓練

(日)

④

短時間訓練

(日)
①氏　名

②雇用保険被保険者番号

(　　　4桁　　　　　　　-　　　　　　　　6桁　　　　　　　　　-　　　　　1桁)

1 職場　太郎 1300 － 002738 － 1 1

2 安定　次郎 1300 － 002739 － 2 2

3 雇用　三郎 1300 － 002740 － 3 2

4 開発　花子 1300 － 002741 － 4 1

5 － －

7 － －

6 － －

8 － －

9 － －

事業所番号 0123-456789-0 小　計

10 － －

事業所名称 ○○工業株式会社 合　計

該当しない

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

以下のいずれかに該当する場合は助成対象となりません。

各項目をご確認の上、該当しない場合は「該当しない」にチェックを入れて提出してください。

職業に関する知識、技能または技術の習得または向上を目的としないもの。

実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの。例：イベント、懇親会 等

再就職の準備のためのもの。

教育訓練実施時間中に業務が行われるもの（教育訓練の時間と区別可能な形で行われる場合を除く。）。

対象労働者の要件等から対象外となるもの。例：入社時研修 等

例：意識改革研修、モラル向上研修、寺社での座禅、趣味・教養を目的とするもの（日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講

習、話し方講座）等

法令で講習の受講が義務づけられているもの（労働者が資格を取得・更新するための法定講習等である場合を除く。）

教育訓練科目、職種等の内容に関する知識または技能、実務経験、経歴を有する指導員または講師（資格の有無は問わな

い）により行われないもの。

例：自社の商品知識研修、ＱＣサークル、新任の担当者に対して業務の範囲や進め方など業務を遂行する上で社内で通常必要となる知

識等の説明、教育訓練により生産されたものを販売等することにより利益を得るもの 等

職業または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるもの（法令の遵守のために必要な知識の習得を目的と

するものは除く）。例：接遇・マナー講習 等

教育訓練の実施状況が確認できないもの。例：指導員や講師が不在のまま行われるもの（自習やビデオ等の視聴）

通常の生産・事業活動と区別がつかないもの。

外国人技能実習生に対して実施するもの。

海外で行われるもの。

過去に行った教育訓練を、同一の労働者に実施するもの。

（例：労働安全衛生法関係の教育 等）

⑤ ⑥

5.0 1.0

5 1

事業所番号 0123-456789-0 小　計

事業所名称 ○○工業株式会社 合　計

入力箇所は です 

は自動入力されます 
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【雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書の記載例】  

 

支給対象期間の初日が属する月、その前月又
は前々月いずれか（令和８年熊本地震による
影響を受けた月に限ります。）の値を記載して
ください。 

 

なお、７月28日から７月31日までに休業を開
始した場合は、８月の月間売上高や生産量な
どの事業活動を示す指標で比較可能です。 

入力箇所は です 

は自動入力されます 
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⚫  最初の休業等実施計画（変更）届を提出するときに併せて提出してください。  

⚫  Ａ、Ｂ欄には、月間売上高又は生産量等を記載してください。ただし、売上高以外
のときは、当該事業所の事業活動を示す指標（生産量・販売額等）を括弧内に記
載し、それにより算定した数値を記載してください。  

⚫  A 欄の最近１か月には、支給対象期間（支給対象期）の初日（当該初日が令和８
年７月28日から令和８年７月31日までのいずれかの日である場合にあっては、
令和8年8月1日）が属する月、その前月又は前々月いずれか（令和８年熊本地震
による影響を受けた月に限ります。）の値を記載してください。B 欄は A 欄の記載
に係る期間の前年同期のものの値を記載してください。（Ａ欄、Ｂ欄に計算の結果
端数が生じる場合は、小数点第１位を四捨五入してください。）  

⚫  この様式の提出に当たっては、Ａ欄、Ｂ欄若しくはＣ欄の数値を証する書類（写）を
添付してください。  

⚫  ※確認欄には、記載しないでください。 

⚫  初回の計画届提出後に決算処理等により生産量等の数値に変更があった場合に
は、実施計画の変更届が必要です。  

⚫  売上高によりがたい場合は生産高等を括弧内に記入して「生産実績表」、「出荷
伝票」等の添付書類を併せて提出してください。  

⚫  添付書類の例  
  建設業・・ ・総合推移損益計算書、工事請負契約書等  
  電気工事業・ ・ ・工事請負契約書等  
  製造業・・ ・総勘定元帳、生産実績表、出荷伝票等  
  運送業・・ ・出荷伝票等  
  サービス業・・ ・損益計算書、総勘定元帳等  
（注）例示した書類以外にも提示を求めることがあります。  

⚫  事業内容及び経済上の理由に係る詳細の記載欄についても、記載漏れの無いよ
うにご留意ください。  

 

Q1. 事業所の業態により生産指標を示すものが異なる実態にあるが、一般貨物自動車運送

業、一般貸切旅客自動車運送業、土木・建築工事業等建設業を行う事業所に関しては、

それぞれ、物量表示の指標として「輸送トン数」「実車走行キロ数」「完成工事高」による

こととなるのか。 

A1. ご認識のとおりです。 

Q2. 生産指標の確認において、本社又は研究所である事業所において生産指標の確認を行

う場合であって、当該事業所に係る生産量又は売上高の提示が困難である場合につい

ては、労働時間数又は研究開発費等の事業所を表す指標の提示を求めて判断すること

となるのか。 

A2. ご認識のとおりです。 
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計画届時の提出書類チェックリストと確認書類の詳細  

 

計画届提出時   

提出期限は、支給対象期間（※）における休業等を開始する日の前日までです。  

ただし、令和８年熊本地震特例では、計画届の提出日が令和８年10月27日までの間である場合  

は、事前に届出があったものとみなしますので、令和８年７月28日以降に開始した休業等に遡って 

助成金の対象になります。 

 書類の種類  
提出時期  

休業  教育訓練  

 
 

様式第1号(1) 休業等実施計画（変更）届  
● ● 

 
 

様式熊特第1号(2) 雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書  
○ ○ 

 
 

様式第1号(3) 教育訓練計画一覧表  
― ●(*) 

 
 

確認書類(1) 休業協定書・教育訓練協定書  ◎ ◎ 

 
 

確認書類(2) 事業所の状況に関する書類  ○ ○ 

 
 

確認書類(3) 教育訓練の内容に関する書類   ● 

これら以外にも、労働局が審査を行う上で必要とした書類の提出を求めることがあります。 

● 毎回（変更届の場合も）提出する書類  

◎ 初回に提出するとともに、失効した場合に改めて提出する書類  

○ 初回の提出のみでよい書類  

(*) 計画の変更届の場合、計画の範囲内で訓練を縮小する場合でも、変更の都度、提出が必要です。  

（※）休業等を行う場合の計画届や支給申請の単位となる一定期間を「支給対象期間」といいます。 

「支給対象期間」は、1つの「判定基礎期間」、又は連続する２つないしは３つの「判定基礎期

間」のいずれかを事業主が毎回の計画届出ごとに選択することが可能です。 

申請様式は、雇用調整助成金  令和８年熊本地震特例ページに掲載しています。 

 

確認書類(1)（労働組合等との協定書）  

➀  雇用調整の実施について労働組合等との間で締結した協定書  

休業を実施する場合は「休業協定書」、教育訓練を実施する場合は「教育訓練協定

書」。いずれの場合もガイドブック p45に示す事項が記載されていることが必要で

す。なお、休業と教育訓練の両方を実施する場合の書類名は「休業等協定書」とし

て一つにまとめることが可能です。 

なお、令和８年熊本地震特例では、協定書は労働組合等との確約書等による代替

を可能としています。 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001017789.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/001741743.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001017791.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL08_20260820_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001687331.pdf
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② 労働者代表の確認のための書類  

労働組合等との協定書に署名又は記名した労働組合等の代表が、当該事業所にお

ける労働者の過半数を代表する者であることを確認するための書類。いずれも、作

成年月日が協定の締結前のものであることが必要。 

(ｱ) 労働組合がある場合  

組合員数を確認できる「組合員名簿」などの書類  

(ｲ) 労働組合がない場合  

「労働者代表選任書」などの書類（労働者代表及び労働者により署名又は記名され

たもの。）  

なお、令和８年熊本地震特例では、労働者の代表者が、支給申請時に提出する休

業・教育訓練実績一覧表又は休業・教育訓練実施状況申出書に署名又は記名（電

子申請の場合は、労働組合又は労働者代表の確認を得たかの確認欄への記載）す

ることにより代替可能としています。 

確認書類(2)（事業所の状況に関する書類）  

① 事業所の概況と中小企業に該当しているか否かの確認のための書類  

（以下の書類をすべて提出）  

a 事業内容を確認できる「会社案内パンフレット」「法人税確定申告書」などの書類  

b 常時雇用する労働者数を確認できる「労働者名簿」「会社組織図」などの書類  

② 生産指標の確認のための書類  

最近１か月及び前年同期１か月の売上高、生産高又は出荷高を確認できる「月次損

益計算書」「総勘定元帳」「生産月報」などの書類  

③ 所定の労働日・労働時間・休日や賃金制度の確認のための書類  

（以下の書類をすべて提出）  

a 事業所ごとに定められている、所定労働日・所定休日・所定労働時間等や、賃金

締切日等の賃金制度の規定を確認できる「就業規則」、「給与規定」、「年間休日カ

レンダー」、「シフト表」、「労働契約書」、「労働条件通知書」などの書類（所定労働日

は、対象期間とその直前の１年間の所定労働日が確認できるもの）  

b 休業等を実施する事業所であって、変形労働時間制、事業場みなし労働時間制

又は裁量労働制をとっている場合は、a に加えて、そのことに関する労働組合等と

の協定書（企画業務型裁量労働制の場合は労使委員会の決議書）又はその監督署

へ届け出た際の届出書の写し 

 



 

8 

 

 

確認書類(3)（教育訓練の内容に関する書類） （教育訓練を実施する場合のみ提出）  

① 通常の教育訓練の確認のための書類  

通常実施している教育訓練の内容を確認できる「就業規則」などの書類  

② 雇用調整としての教育訓練の確認のための書類  

雇用調整の方法として行う教育訓練の内容を確認できる書類。ただし、２回目以降

の届出の場合は、前回の計画届（写）に代えることが可能。 

(ｱ) 事業所内訓練の場合（以下の書類をすべて提出）  

a 教育訓練の計画内容（対象者、科目、講師、カリキュラム及び期間等）を確認

できる書類  

b 生産ライン又は就労の場における通常の生産活動と区分して行われることを

確認できる書類  

c 必要な知識・技能を有する指導員又は講師により行われることを確認できる

「職務経歴書」などの書類  

(ｲ) 事業所外訓練の場合（以下の書類をすべて提出）  

a 実施主体、対象者、科目、カリキュラム及び期間を確認できる書類  

b 受講料の支払いを証明する書類（受講料が支払われない場合は除く）  
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【雇用調整助成金（休業等）支給申請書の記載例】※熊本県内の事業所の場合  

   

⚫  熊本県内の事業所以外の場合は、通常の様式第５号（１ ）を使用してください。 

⚫  判定基礎期間ごと（※）に作成し、支給対象期間の末日の翌日から起算して２か
月以内（ただし支給申請に係る休業手当等の支払日以降に限る）に提出してくだ
さい。 

⚫  連続判定基礎期間（２判定基礎期間（２か月分）又は３判定基礎期間（３か月
分））とした場合は、判定基礎期間ごとに、それぞれ申請書を作成してください。
（ただし、２か月目又は３か月目の判定基礎期間については、この様式の別葉に、
①欄、②(３ )欄、③欄及び④欄及び判定基礎期間のみの記入で足ります。） ）  

（３）対象労働者数は、休業等を実施した
人数ではなく、事業所に雇用される雇用
保険被保険者のうち、雇用期間が６か月
未満である者等を除いた人数です（裏面

の記載要領３をご確認ください）。 

 

入力箇所は です 

は自動入力されます 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001082103.xlsx
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【雇用調整助成金助成額算定書の記載例】※熊本県内の事業所の場合  

 

⚫  熊本県内の事業所以外の場合は、通常の様式第５号（２ ）を使用してください。 

⚫  様式裏面の記載要領をよく読んで記入してください。  

⚫  （ １ ）が「いいえ」の場合、引き上げた額について助成対象とならないことがありま
す。 

⚫  支給額は最終的に都道府県労働局において雇用保険データ等を基に算出された
額によって決定され、本様式で算出された金額と異なる場合がありますのでご了
承ください。 

様式熊特第５号（２）（R8.8）

年 7 月 29 日 ～ 年 8 月 20 日

円 円

( ) 円 円

① ② ③ ④

⑤ 人・日 ⑥ 人・日

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

⑪ ⑫

円] 円

円 円

円 円

円 円

⑬ 円 ⑭ 円

円

全日 短時間

※熊本県の区域内の事業所以外は、通常の様式を使用してください

（５）助成対象となる月間休業等延日数
160

全日 短時間

（４）月間休業等延日数
全日 短時間

160

160 人・日

（11）(10）の合計 960,000

6,000

960,000

（７）助成額単価（上限比較前）

　　左欄：（３）÷（４）⑤　右欄：（３）÷（４）⑥

960,000

1,419,200

（６）教育訓練に係る加算額

　※一定割合以上実施している場合は加算額が上乗せとなる

       場合があるため、裏面６を参照。

[（５）⑫× 1,200

（10）支給を受けようとする助成額

　　 左欄：（８）と（９）いずれか小さい方

　　 右欄：（８）と（９）いずれか小さい方＋（６）

（８）助成対象額

　   左欄：（３）と、（７）×（５）⑪いずれか小さい方

　　  右欄：（３）と、（７）×（５）⑫いずれか小さい方

（９）日額上限額×月間休業等延日数

　　 左欄：日額上限額×（５）⑪　右欄：日額上限額×（５）⑫

※①～④を⑦～⑩へ転記。

人・日 人・日 人・日 人・日

人・日

人・日 人・日

全日 短時間

①中小企業：２／３

※様式熊特第5号(3)の⑫、⑲、⑭、⑳欄から転記。
160

人・日 人・日

（３）（２）×助成率
　※助成率の選択は裏面３を参照。

教育訓練

960,000

休業

雇用調整助成金　助成額算定書（令和８年熊本地震特例用）

(事業所名） ○○工業株式会社 (事業所番号） 0.123-456789-0

令和8 令和8判定基礎期間

はい・いいえ
（１）休業手当等の算定基礎となる賃金について、支給対象期間中に

           引き上げていない

1,440,000

様式熊特第5号(3)⑰欄から転記様式熊特第5号(3)⑯欄から転記

 ※「いいえ」の場合、その理由を記載してください。(定期昇給、最低賃金の引上げに伴う昇給等)

（２）判定基礎期間中の休業等に対して実際に

　　　支払った休業手当等の総額

入力箇所は です 

は自動入力されます 

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001082103.xlsx
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【休業等実績一覧表及び所定外労働等の実施状況に関する申出書の記載例】  

※熊本県内の事業所の場合  

 

⚫  熊本県内の事業所以外の事業所は様式熊特第５号（３ ）―２を使用してください。 

⚫  裏面の記載要領をよく読んで記入してください。  

⚫  タイトル直下の「判定基礎期間」の欄にその初日と末日を記入し、判定基礎期間ご
とに作成してください。 

⚫  判定基礎期間において、休業と教育訓練を並行して実施した場合は、休業に係る
部分と教育訓練に係る部分をそれぞれ同一の用紙に記入して提出してください。  

⚫  判定基礎期間内に対象被保険者について転出入、被保険者資格の喪失又は解雇
の予告等があったときは、その旨及びその事実の生じた年月日を①欄に注記すると
ともに（記入スペースがない場合には次の行を使用してください）、当該対象被保険
者についてはその事実の生じた日まで（転入の場合は、その翌日から）の分について
のみ記入してください。  

⚫ （k）適用される加算額については、支給日数の累積日数が 30 日に達した判定基
礎期間より後の判定基礎期間において、（ i）教育訓練実施率が一定以上である場
合に 1,800 円となります。 

様式熊特第５号（３）－１（R8.8）

判定基礎期間（休業等の初日～末日）

年 7 月 29 日 ～ 年 8 月 20 日 ※本申出書は、休業・教育訓練を実施した労働者について記入してください

1 － － 1 16 8 16 144,000 0

2 － － 2 16 8 16 144,000 0

3 － － 3 16 8 16 144,000 0

4 － － 4 16 8 16 144,000 0

5 － － 5 16 8 16 144,000 0

6 － － 6 16 8 16 144,000 0

7 － － 7 16 8 16 144,000 0

8 － － 8 16 8 16 144,000 0

9 － － 9 16 8 16 144,000 0

10 － － 1 16 8 16 144,000 0

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

160 160 1,440,000

160 160 0 0 0 1,440,000 0

8

⑲短時間

休業（⑬の

合計/⑱）

(日)※

0

⑳短時間

訓練（⑮の

合計/⑱）

(日)※

0

令和 8 年 9 月 1 日※ （i）

○○工業株式会社 日

事業主 （事業所番号　　　　　　　　　　　　　　　　　- - 0 ) 時間

安定　太郎 日

協定をした労働組合の名称又は労働者代表氏名 ※ 日 （j）

厚労　太郎 日

時間

㉑休業・教育訓練対象者数（人） ※ 日

㉒休業対象者（人） ※ 日 （k）

㉓教育訓練対象者数（人） ※

（注）複数枚にわたる場合、※欄は最終ページのみに記入。

1 枚目／ 1 枚中

教育訓練実施率

0%

002746

○○　○○ 1300 002745

1234

⑱代表的な１日の

所定労働時間

（時間）※

【教育訓練実施率】※

160

0

○○　○○ 1300

休業・教育訓練実績一覧表（令和８年熊本地震特例用）

協定の当事者である労働組合が事業所の全ての労働者の過半数で組織する労働組合である又は上記協

定の当事者である労働者の過半数を代表する者が事業場の全ての労働者の過半数を代表する者である

こと。(チェックボックスに要チェック）

上記労働者の過半数を代表する者が、労働基準法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある

者でなく、かつ、同法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙

手等の方法による手続きにより選出された者であつて使用者の意向に基づき選出された者でないこ

と。(チェックボックスに要チェック）

○○　○○ 1300

002747

○事業主及び協定をした労働組合又は労働者代表は、本表に記入した内容(③、④、⑪、⑱～
⑳を除く)が労使協定に定めるところによったものであることを確認し、①の休業・教育訓練
対象者については、解雇予告をされたこと、退職を申し出たこと、事業主による退職勧奨に
応じたこと、併給調整の対象となる助成金を受給していること等により対象とならない者が
含まれていないことを誓約します。
○また、事業主は、上記の実施状況の確認を公共職業安定所又は労働局が行う場合には協力
し、上記について、偽り・誤り、労働基準法に違反する取り扱いがないことを誓約します。

○○　○○ 1300

③～⑩の小計

合　計※

⑩

教育訓練（⑦、⑧）に係

る賃金等の支払額

(円)

⑨

休業（⑤、⑥）に係る

休業手当の支払額

(円)

⑧

短時間訓練

(時間)

○○　○○ 1300 002744

適用される加算額

適用される助成率

0（h）計

1,200円

中小企業：２／３、大企業：１／２

0

160

0

0

0

002743

（a）全日休業

（d）計

（e）全日訓練

（f）短時間訓練

　　⇒日数換算（g）

○○　○○ 1300 002742

○○　○○ 1300 002741

○○　○○ 1300 002738

○○　○○ 1300 002740

○○　○○ 1300 002739

令和8 令和8

⑥

短時間休業

(時間)

⑦

教育訓練

(日)

休業・教育訓練対象者 ③

月間所定労

働日数

（日）

⑤

全日休業

（日）

④

一日の所定

労働時間

（時間）

①氏　名
②雇用保険被保険者番号

(　　　4桁　　　　　　　-　　　　　　　　6桁　　　　　　　　　-　　　　　1桁)

10

10

　　⇒日数換算（c）

（b）短時間休業56789

入力箇所は です 

は自動入力されます 

https://www.mhlw.go.jp/content/001741914.xlsx
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【雇用調整助成金支給申請合意書（訓練実施者）の記載例】  

※教育訓練を実施した場合のみ作成  

 

⚫  申請事業主以外の者が教育訓練を実施する場合、訓練実施者に、内容を確認の
上署名いただいたものを、支給申請時に提出してください。 
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支給申請時の提出書類チェックリストと確認書類の詳細  

 

支給申請時  

提出期限は、支給対象期間の末日の翌日から２か月以内です。 

 書類の種類  
提出の要否  

休業  教育訓練  

 
 

様式（＊）熊特第5号(1) 支給申請書  
● ● 

 
 

様式（＊）熊特第5号(2) 助成額算定書  
● ● 

 
 

様式（＊）熊特第5号(3)－１   

休業・教育訓練実績一覧表及び所定外労働等の実施状況に関する申出書  

● ● 

 
 

様式第13号  雇用調整助成金（訓練実施者）支給申請合意書  
 ● 

 
 

共通要領様式第1号  支給要件確認申立書  
● ● 

 共通要領様式第1号の別添  支払方法・受取人住所届  ● ● 

 
 

確認書類(5) 労働・休日及び休業・教育訓練の実績に関する書類  ● ● 

 
 

確認書類(6) 教育訓練の受講実績に関する書類   ● 

これら以外にも、労働局が審査を行う上で必要とした書類の提出を求めることがあります。 

● 毎回提出する書類  

＊  熊本県内の事業所の場合。熊本県内の事業所以外の事業所は、 

  通常の様式第５号（１）、通常の様式第５号（２）、様式熊特第５号（３）―２を使用してください。 

※ 申請様式は、雇用調整助成金  令和８年熊本地震特例ページに掲載しています。 

 

確認書類(５)（労働・休日及び休業・教育訓練の実績に関する書類）  

① 労働日・労働時間・休日及び休業・教育訓練の実績の確認のための書類  

（以下の書類をすべて提出）  

a 各対象労働者の労働日・労働時間・休日及び休業・教育訓練の実績が、明確に

区分され、日ごと及び時間ごとに確認できる「出勤簿」「タイムカード」などの書

類  

b シフト制、交替制又は変形労働時間制をとっている場合は、a に加えて、労働者

ごとの具体的な労働日・休日や労働時間を当該労働者に対して示した「勤務カ

レンダー」「シフト表」などの書類  

② 休業手当・賃金及び労働時間の確認のための書類（以下の書類をすべて提出）  

a 休業期間中の休業手当、教育訓練時に支払われた賃金、休業・教育訓練が行わ

https://www.mhlw.go.jp/content/001741744.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/001741744.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/001741745.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/001741745.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000498424.docx
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001681582.docx
https://www.mhlw.go.jp/content/001760295.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001082103.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001082103.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/content/001741914.xlsx
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL08_20260820_00001.html
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れていなかった時の所定外労働等の時間数とその時間に対応した賃金（時間外

等割増賃金を含む）の実績が確認できる、次の要件を満たす「賃金台帳」などの

書類（判定基礎期間を含め前４か月分（賃金や手当の支払い方法が協定に定め

る方法と相違ないと確認できる場合は１か月分））  

(ア) 休業日に支払われた休業手当又は教育訓練受講日に支払われた賃金と、
通常の労働日に支払われた賃金・手当等が明確に区分されて表示されて
いること 

(イ) 対象労働者の所定外労働等（所定外労働及び休日労働）の時間数が表示
されていること 

(ウ) 対象労働者の所定外労働等の時間数に係る賃金（時間外等割増賃）の額
が表示されていること 

b 源泉所得税の直近の納付を確認できる書類（写）（給与所得・退職所得等の所

得税徴収高計算書など、納付を確認できる書類）及び判定基礎期間における支

給対象対象労働者全員分の源泉徴収簿（毎月の源泉徴収の記録等が分かり年

末調整のためにも使用できる書類であれば、「賃金台帳」等により代替可能）。

当該書類については初回申請時のみの提出で可。 

c 給与振込を確認できる書類（写）（現金払いの場合は会社名・金額・労働者の住

所及び電話番号・受領日が明示され、労働者が直筆で氏名を記載した領収証）  

確認書類(６)（教育訓練の受講実績に関する書類） （教育訓練を実施した場合のみ提出）  

① 各受講者の受講を証明する書類  

受講者本人が回答した「受講者アンケート」や、受講者本人が作成した「受講者レポ

ート」などの書類（「出勤簿」はこれに該当しない）  

その他の書類  

その他、支給申請時に提出が必要な書類ではないものの、審査の過程で労働局の求めに応じて

提出できるよう整備しておくことが必要な書類があります。 

① 給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書、給与支払事務所等の開設・移転・廃止届

け（個人事業主の場合は「個人事業の開業・廃業等届出書」）、給与支払報告書、住民税

額決定通知書、扶養控除等申告書、源泉徴収簿、源泉徴収票、総勘定元帳、仕訳帳など、

納税に関係する書類  

②  国税・地方税に係る納税証明書 

③ 休業期間中の休業手当、教育訓練時に支払われた賃金の額の具体的な算定過程が分か

る書類（算定する際に使用する計算式を含み、使用する時間単価や日単価が分かるもの）  

※休業手当等をどのように算出したか休業協定書や賃金台帳等から読み取れない場合に

提出を求める場合があります。 


